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掲 示 板 
 

 

 

「建設環境」部門の建設コンサルタント登録を受けました（お知らせ） 

 弊社は「建設環境」部門の建設コンサルタント登録申請を行い、平成26年2月27日付け

で国土交通大臣による登録を受けました。 

 この登録は、所定の資格を有する専任の技術管理者を置くなどの要件を満たすことで、測

定･分析業務に加えてさらに付加価値を高めた調査業務も行う調査会社として弊社が前進す

る一歩と考えています。 

今後、「建設環境」に関するコンサルタント業務を適正に行っていきますので、御支援と

御鞭撻をよろしくお願い申し上げます。 

 

 

 

法令・告示・通知・最新記事・その他 

 

○ 土壌環境基準の改正について（環境省） 

「土壌の汚染に係る環境基準についての一部を改正する件」（告示）等について（お知らせ） 

（平成26年3月20日環境省報道発表資料抜粋） 

 

環境基本法（平成５年法律第91号）第16条に基づき「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成３年

環境庁告示第46号）の一部改正について、平成26年3月20日付けで告示します。改正の概要は、下記の

とおりです。 

１. 改正の経緯 

 土壌の汚染に係る環境基準（平成３年環境庁告示第46号。以下「土壌環境基準」という。）については、

既往の知見や関連する諸基準に即して、設定可能なものについて設定するとの考え方に基づき、現在 27

項目が設定されています。  

     第９３号（２０１４年４月２日発行） 

  愛研技術通信 
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 平成25年10月７日付け諮問第362号により、環境大臣から中央環境審議会会長に対し「土壌の汚染に

係る環境基準及び土壌汚染対策法に基づく特定有害物質の見直し等について（諮問）」について諮問がなさ

れ、これを受け平成25年12月、中央環境審議会土壌農薬部会土壌環境基準小委員会において、土壌環境

基準の見直しの検討を行い、意見募集（パブリックコメント）を経て、平成 26 年３月３日付けで 1,1-ジ

クロロエチレンの土壌環境基準を「検液１Ｌにつき0.1mg以下であること」へ見直すことが適当とする答

申がなされました。当該答申を踏まえ、告示改正を行ったものです。  

 

２．改正の概要 

 「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成３年８月環境庁告示第46号）の別表「1,1-ジクロロエチ

レン」の項の環境上の条件について、検液１Ｌにつき「0.02mg以下であること」から「0.1mg以下である

こと」に改めるものです。詳細は添付資料のとおりです。  

 

３.施行期日 

 平成26年3月20日  

 

 

 

○ 水質環境基準等の改正の告示等について（環境省） 

「公共用水域水質環境基準、地下水環境基準、土壌環境基準及び排水基準等に係る告示の一部を改正する

告示」の公布及び意見募集（パブリックコメント）の結果について（お知らせ） 

（平成26年3月20日環境省報道発表資料抜粋） 

 

「公共用水域水質環境基準、地下水環境基準、土壌環境基準及び排水基準等に係る告示の一部を改正する

告示」が本日公布されましたので、お知らせします。 
 また、平成25年9月20日（金）から平成25年10月21日（月）までに実施した本告示の一部改正案に

対する意見募集（パブリックコメント）の結果についても併せてお知らせします。 

 

１．告示について 

（１）改正概要 

 別紙１のとおり。  

（２）施行期日 

 公示の日  

 

２．意見募集（パブリックコメント）について 

 平成25年9月20日（金）～平成25年10月21日（月）の期間において実施したところ、のべ９名、６

件の御意見が寄せられました。その概要及びそれに対する回答は別紙２のとおりです。（別紙2省略） 

 

 

（別紙1） 

１．改正経緯 

公共用水域水質環境基準測定方法等に引用している日本工業規格(JIS)K0102（工場排水試験方法）は、

平成25年9月20日付けで改正され、分析技術の向上及び新たなニーズである環境配慮に対応した分析方法が

導入された。 

この改正を受け、環境省では同規格の改正内容のうち、公定分析法への導入が適当であるものを公定分

析法に適用するための告示改正の検討を行った。 

なお、今回検討している改正は、これまで適用されていた分析法が使用できなくなるものではありませ

ん。 
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２．改正の概要 
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注１ 公：公共用水域の水質汚濁に係る環境基準の測定方法（昭和46年12月環境庁告示第59号） 

２ 排：排水基準に係る検定方法（昭和49年９月環境庁告示第64号） 

３ 土：土壌の汚染に係る環境基準の測定方法（平成３年８月環境庁告示第46号） 

４ 試：地下水に含まれる試料採取等対象物質の量の測定方法（平成15年３月環境省告示第17号） 

５ 溶：土壌溶出量調査に係る測定方法（平成15年３月環境省告示第18号) 

６ 含：土壌含有量調査に係る測定方法（平成15年３月環境省告示第19号） 

７ 地：地下水の水質汚濁に係る環境基準の測定方法（平成９年３月環境庁告示第10号） 

８ 浸：特定地下浸透水の有害物質による汚染状態の検定方法（平成元年８月環境庁告示第39号） 

９ 浄：地下水の水質の浄化基準及び削減目標に係る測定方法（平成８年９月環境庁告示第55号） 

 

 

 

 

編集後記 

新年度を迎え、弊社にも2名、期待のフレッシュマンが入社。御鞭撻をいただきますよう次号で紹介を

させていただきます。 

不慣れな編集子に交代して1年近くが経ちました。毎号の締め切りが気になる日頃ですが、皆様のお役

に立つ記事を絶やさず供給することが第一の使命と考えて取り組んでいますので、こちらもさらなる御鞭

撻をお願いいたします。 

今号は、環境基準の改正などの情報を掲載しました。関係事業者様はご参考にしてください。（A.F.） 
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